
資料４０－２　

　　また、生活保護世帯、市町村民税非課税世帯、均等割の額のみの世帯については低所得者層への配慮のため据置としています。

　　また、３歳以上児についてと３歳未満児の累進率に４０％を加えることで、年齢層による負担の平準化を図っています。

※　改定額は１００円未満を切捨てて設定しています。

※　表中の人数は平成２７年度認可保育園の定員を基準としています。

（単位：円）
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利用者負担額表（累進改定案２）

定義及び条件

国基準額 市利用者負担額

３歳未満児 ３歳以上児

３歳未満児 ３歳以上児

増額
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増額
理論値
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0生活保護世帯等 0 0 据置0 0 0 7

Ａ階層を除き当該年度
分（４月から８月まで
にあっては、前年度
分。以下同じ。）の市
町村民税（特別区民税
を含む。以下同じ。）
が右記の区分に該当す
る世帯

市町村民税非課税世帯 9,000 6,000 据置

05 0

240 0 0

均等割の額のみの世帯

19,500 16,500

据置1,500 1,500

35000

2,600

5

Ａ階層及びＣ階層を除
き当該年度分の市町村
民税課税世帯であっ
て、その所得割の額の
区分が右記の区分に該
当する世帯
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※　累進率は、前回の会議資料で示した増額理論値に乗じる％（率）。国基準徴収率５０％維持を前提として所得の高低に対して、各階層５％ずつの差をつけています。
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